
利益の処分に関する書類
（平成25年６月28日）

（単位：円）

Ò 当期未処分利益 1¶684¶591¶794
EEEEEEEE

当期総利益 1¶684¶591¶794

Ó 利益処分額

積立金 1¶684¶591¶794
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キャッシュ・フロー計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（単位：円）

Ò 業務活動によるキャッシュ・フロー

材料、商品又はサービスの購入による支出 � 1¶703¶327¶668

人件費支出 � 7¶086¶115¶646

運営費交付金収入 8¶469¶247¶000

受託製表収入 25¶808¶077

政府統計共同利用システム利用料収入 732¶497¶666

統計データ二次利用収入 5¶085¶390

統計調査報告書収入 32¶685¶634

その他の収入 3¶250
EEEEEEEE

小 計 475¶883¶703

利息の支払額 � 19¶926¶244

利息の受取額 376¶382

消費税の納付額 � 70¶780¶800
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業務活動によるキャッシュ・フロー 385¶553¶041
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Ó 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 � 30¶671¶814

無形固定資産の取得による支出 � 49¶812¶000

定期預金の預入による支出 � 268¶000¶000
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投資活動によるキャッシュ・フロー � 348¶483¶814
EEEEEEEE

Ô 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 � 377¶606¶621
EEEEEEEE

財務活動によるキャッシュ・フロー � 377¶606¶621
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Õ 資金に係る換算差額 0

Ö 当期資金増加額 � 340¶537¶394

× 資金期首残高 3¶485¶260¶658

Ø 資金期末残高 3¶144¶723¶264
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行政サービス実施コスト計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

Ò 業務費用
損益計算書上の費用
業務費 8¶739¶808¶741

一般管理費 741¶533¶547

その他経常費用 3¶262

財務費用 19¶930¶812

雑損 309¶560

臨時損失 13¶023¶956 9¶514¶609¶878

（控除）
受託製表収入 � 25¶205¶861

政府統計共同利用シス
テム利用料収入

� 737¶901¶000

統計データ二次利用収
入

� 5¶085¶390

統計調査報告書収入 � 55¶436¶430

その他経常収益 � 49¶893¶681

財務収益 � 379¶502

臨時利益 � 119¶535 � 874¶021¶399

業務費用合計 8¶640¶588¶479

Ó 引当外賞与見積額 � 12¶641¶237

Ô 引当外退職給付増加見積額 � 675¶893¶798

Õ 機会費用
国有財産無償使用の機会
費用

222¶525¶818

Ö 行政サービス実施コスト 8¶174¶579¶262
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注 記
Ò 重要な会計方針
会計の処理及び財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益の処分に
関する書類、行政サービス実施コスト計算書及び附属明細書）の作成については、平成11年４月27

日の中央省庁等改革推進本部決定に基づき行われた独立行政法人の会計に関する研究の成果として
公表された基準（平成23年６月の改訂を含む。以下「基準」という。）及び一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
退職手当及び業務部門の非常勤職員手当を除く人件費については、期間の進行により運営費交
付金債務を収益として計上する方法（期間進行基準）を採用しております。
その他の費用につきましては、業務のために支出した費用相当額を限度として収益計上する方
法（費用進行基準）を採用しております。これは、中期計画及び年度計画において業務の実施と
運営費交付金との対応関係が明確でなく、個別の業務ごとの予算の設定が困難なため、費用進行
基準を採用する必要があるからです。
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